















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































札幌法学 25 巻 2 号（2014）
— 138 —
の百家争鳴時代であったが、この期の福田の生存権の立論は、借地借家
法についての社会法的把握といえ、当時の法の社会化、社会法論の議論
に連なるものであった。
　当時の法の社会化論には、2つの方法があったと考えられる。一つは自
由法論であり、一つは末弘厳太郎に代表される「生ける法」からのアプ
ローチであった。その中で、福田の議論は、現実から出発して、「ある
法」と「あるべき法」の乖離を問題とするという点に特徴があるように
思える。
　すなわち、福田の議論においては、「現実」から出発して実定法を見
ること、そこで両者に乖離が生じている場合には、まず、「物」の保
存・保護ではなく、「人間」の生存の観点から解釈すべきこと、しか
し、それは、自由法解釈的にではなく、解釈の限界を超えるときには、
法の「破壊」＝生存権擁護の方向に法を改正することを通じて生存権の
実現を図ることが示されているのである。
　そして、その限りにおいて、「実態」を重視する「法解釈論」の展開
により問題解決を図ろうとする末弘法学25や、「生ける法」理論を前提
とした法解釈方法論の考えに通じるものが見てとれる。その意味で、筆
者は、福田の第3期の生存権論には、戦後の法社会学に通じるものがある
のではないかと考えている。
4　残された課題
　最後に、今回取上げた福田論文の中で、福田によって震災後に克服さ
れるべき3つの課題とされたことのうちの、「三　雇用者解雇失業問題」
と福田の生存権論との関係について検討すること、及び、それを含む
福田の生存権論を、広い意味での戦前の法律学の理論状況の中で位置づ
け、それを今日的にいかに考えるかということを、本稿において残され
た課題として記しておきたい。
25 末弘厳太郎についての文献は枚挙にいとまがないが、ここでは、比較的新しい研究とし
て、六本佳平・吉田勇一編『末弘厳太郎と日本の法社会学』（東京大学出版会、2007年）
に所収された諸論文をあげる。
